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1.札幌ITカロツツェリア

札幌地域は,2002-2006年度の5年間にわたり,文部科学省が実施する ｢知

的クラスター創成事業｣のひとつとして選定されていた｡知的クラスター創成

事業とは,地域のイニシアチブの下で,地域において独自の研究開発テーマと

ポテンシャルを有する公的研究機関などを核とし,地域内外から企業なども参

画して構成される技術革新システムを指す｡2001年度に全国30地域において実

現可能性調査が実施され,その結果を踏まえて,各自治体からの基本構想提案

を受け,2002年4月に10クラスター (12地域)が選定されている｡指定を受け

た札幌地域は,イタリアの中小企業モデルにちなんで ｢札幌ITカロツツェリ

ア｣を標梼し,札幌を中心とした情報通信技術に関連する産官学共同による研

究開発拠点となることを目指したものである｡札幌には,既に,情報通信機器

の組込み型ソフトウェアに関する中小企業の集積があり,『サッポロバレー』

とも呼ばれている｡この産業集積を基盤に置いて先端の情報通信技術を開発す

る拠点を育成するものである｡一方,これらの中小企業は,効率的に行われる

ことのないソフトウェア再利用,設計プロセスにおける恒常的な手戻り,設備

投資の遅れなどによって,慢性的に生産性の問題を抱えたまま,年々の収益の

悪化に直面している｡札幌ITカロツツェリアの創成は,これらの産業基盤の
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強化を基本的な目標としていた｡具体的には,組込み型情報通信機器を高信頼

かつ短期間で開発する21世紀型 ｢ITものづくり｣の開発環境の基盤を整える

ことを目指した｡これによって,北海道におけるIT関連企業同士のリソース

を統合したシナジー効果- ｢札幌ITカロツツェリアの創成｣に寄与する開発

環境を提供し,強化された開発環境の基盤の上で,新たな情報通信技術の応用

技術の研究開発を促進することを目指していた｡

このプロジェクトの特徴は,IT関連の中小企業がどのような設計プロセス

を辿っているのかを可視化すること,基盤設計と外装設計との連動によって生

産性を向上させること,外装設計においては意匠性とその使いやすさを向上さ

せることを明示していた｡プロジェクト立ち上げ時より,この3番目の特徴で

あるユーザビリティが挙げられ,プロジェクトの骨格の一つとなっていた [1]

[2]｡

2004年度には,各地区の知的クラスター創成事業に対して,中間評価が行わ

れ,その結果,札幌地域は全地域中,ワースト3という評価を得てしまった｡

この評価を受けて研究事業の精査が行われる中で,地域の特徴として,ユーザ

ビリティ関連のプロジェクトが注目されるようになる｡そのため,2005年度の

札幌地域に対する研究事業費総額は減額されたにもかかわらず,ユーザビリ

ティ関連プロジェクトは増額され,札幌ITカロツツェリアの研究事業全体の

枠組みを大きく変えることになった｡この後,研究事業の改善が認められ,2

年間を経た後,2007年3月を以て,この札幌地域における知的クラスター創成

事業は終了するに至った｡

本稿では,札幌ITカロツツェリア事業におけるユーザビリティ関連プロ

ジェクトの成果を明らかにすると共に,今後,有効な産官学連携プロジェクト

を促進するための課題を検討したいと考える｡
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2.ユーザビリティ ･ソリューションプロジェク ト

{プロジェクト概要

札幌ITカロツツェリアの事業が始まった当初に,ユーザビリティ関連のプ

ロジェクトが意図した 『ユーザビリティ』とは外装のデザインの人間工学的評

価であった｡しかし,文部科学省による中間評価を受けた2004年度からは,級

込みソフトウェア設計の上流のユーザインタフェース仕様を対象にするプロ

ジェクトを新しく設置することになった｡それまでの 『ユーザビリティ』とは

考え方が異なるということを明確にする意味で,プロジェクト名を変更し『ユー

ザビリティ･ソリューション』として,上流からソフトウェア設計への関与の

仕方を際だたせるようにしている｡

そして,この新しいプロジェクトの目的を,次のように設定した｡

(丑 組込みシステムのユーザビリティ (使いやすさ)について,コンセプト

構築から要求仕様定義,そして,ユーザインタフェース仕様までの開発上

流のプロセスを統合的に支援する技術基盤を構築する｡

② 組込みシステムのプロトタイプをユーザビリティの観点から効果的,効

率的に評価するシステムを開発する｡

中間評価を受けた後の2005年度からは,上記の研究事業の目的をより具体的

な形にするために,人間中心設計を推進するためのプラットフォーム案の構想

を提案した｡図1にその概念図を示す｡このプラットフォームは,組込みソフ

トウェア開発環境ならびに次世代CAD開発環境と連動している｡今回のプロ

ジェクトの間の約束事として,Eclipse環境上に展開できること,あるいは,

VNC(VirtualNetworkComputing)を介して開発情報を共有できることを定

めている｡最終的には,この条件下で,ユーザインタフェース設計仕様を提供

することによって,後のソフトウェアの実装,デザイン-と連動できるように

するものである｡
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図1 ユーザビリティ支援プラットフォーム概念図

今回のプラットフォームは,ユーザインタフェース設計仕様を出力するのに

必要な,基本的なユーザビリティ関連ツールによって構成されている｡基本的

な構成は,まずは,情報量の多いユーザ調査の実施結果を,生活文脈上のシナ

リオとして管理することができるマイクロシナリオ法をツール化 したもの

[3],次に,技術情報やユーザ調査に基づいて導出した要求仕様を管理するツー

ル,さらに,ユーザのタスクシナリオを作成し,それに基づいて,ユーザイン

タフェースの概要を現したユーザインタフェースシナリオを管理するための

ツールである｡これらの情報を基に,具体的にユーザインタフェースを作り込

む,ユーザインタフェース設計ツール [4][5]｡そして,ユーザインタフェー

スのプロトタイプの妥当性を確認するための評価ツール [6]｡これらの5つ

の基本的なツールによって構成されている｡これらの開発プロセスに応じた

ツール以外に,人間中心設計プロセスの評価および改善を支援するためのツー

ルも組み込まれている｡現段階では,ユーザインタフェース設計ツールを除く
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と,基本的な機能は実用可能となった｡

{プロジェクト成果

以上のようなプラットフォームを構築する中で,具体的なプロジェクト成果

を産出することが可能になった｡知的財産に関するものは,特許出願請求5件,

意匠権 1件の計6件を生み出すことができた｡さらに,個々のツールの背景と

なっている方法論を教育用カリキュラムにまとめ,テキストを編集した｡これ

は,技術移転の際に利用できる貴重な教材となっている｡

また,新たな事業化の動きも連動している｡まず,㈱コネクトテクノロジー

ズが,新たにUX事業部を立ち上げた｡また,地域の数社により,㈱ユーザ
デザインラボが立ち上げられた｡両社ともユーザビリティラボを有しており,

本学のユーザビリティラボと連動しながら,札幌地域のユーザデザイン活動を

支援するものである｡

知的クラスター創成事業の成果は,今後の精査が待たれるものであるが,礼

幌ITカロツツェリアに関しては,以上のように,文部科学省から明示された

評価事項に対してある程度の成果を上げることができたと思われる｡

さらに,本学では,これらの成果を踏まえ,特別教育研究経費を申請した結

莱,受理されることになった｡結果として,2007年度より3年間,ビジネス創

造センター内にユーザーエクスペリエンス研究部門が設置された｡現荏,研究

部門には,5名の学術研究員が配置され応用研究に従事している｡人文系の大

学からの特別教育研究経費要求が受理されることは極めて異例なことであり,

この部門の設置は,これまでの本学及び札幌ITカロツツェリアにおけるユー

ザビリティ研究の成果が充分に評価された証しでもある｡

3.産官学プロジェク トの可能性と課題

最近,産官学連携プロジェクトの可能性について,広く注目されるようになっ
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ている｡情報処理学会の論文集おいては,2005年,2007年に産学連携プロジェ

クトについての特集が組まれた [7][8]｡ここでは,その成果だけでなく,

プロジェクトのあり方についての探求が進められている｡事例からプロジェク

ト方法論に関する知見が探索されている｡

産学連携の場合,企業側と大学側とでは,最終的に目指すところが現実的に

異なっている｡大学では,理論の探求,方法論の構築,実証研究などを通じて,

新たな知の創出を目指している｡一方,企業側では最終的には事業創出と,そ

れによる利益の確保が前提にある｡大学,企業のどちらが主導権を取るかによっ

て,次のようにプロジェクトを分類することができる｡

① 企業主導型のプロジェクト

従来の産学連携プロジェクトのあり方は,大学の持つシーズを企業が製品化

あるいは実用化し,それを事業として成り立たせるというものであった｡いわ

ゆる技術移転型と言われる形式であるが,本来,大学では事業化を目指した研

究を行っているわけではないため,大学が有するシーズを事業化の観点から探

索し,成功するかどうかを目利きする難しさがある｡これに対して,最近では,

企業側が開発フェーズにおける大学の役割を明確にした上で協同する方式がと

られることもある｡たとえば,企画フェーズにおいて応用する理論の精微化と

検証を,大学と協同で取り組むケースである [9]｡

② 大学主導型のプロジェクト

大学での研究は,理論の探求や,それに基づく手技法の構築などである｡大

学が主導する場合は,企業からの協力の基に,これらの活動を進展させる方式

が多い｡産業界に対する大規模なサーベイなどは典型的な例である[10]｡また,

研究成果を方法論やツールとして整備し,セミナーを開催し,精力的に伝播さ

せる場合もある[11]｡さらに,企業の開発プロジェクトに参画し,コンサルテー

ションを実施する場合 [12]や,企業が主導するプロジェクトと同様に実用化

を目指したシステムを産出するケース [13]もある｡しかしながら,これらの
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場合は,教貞が実業界出身であったり,大学が専門のコーディネータを雇用し

たりするなど,特殊な条件下で実現しているものである｡

③ 大学一 企業協調型のプロジェクト

プロジェクトの成果物が教育システムである場合,大学および企業が相互に

連動するケースが多い｡たとえば,企業から講師を派遣し実践的な教育を実施

すると共に,大学からは専門性の高い研究についてのセミナーを企業に提供す

るというケースがある [14]｡人材育成という目標設定に対しては,産学共有

できるものであり,大学側では教育の充実を図ることができ,企業側では必要

な技術を取得した学生の採用を期待できるものである｡このケースとして,経

済産業省の支援による 『産学協同実践的IT教育促進事業』による教育実験が

ある [15]｡

また,産業全般-の社会貢献性の高い成果が期待される場合は,企業から中

立な立場で,コンソーシアムが形成されることも少なくない｡ここでの成果物

の実用性が高く,そのための明確なロードマップが要請されている時は,運営

のイニシアチブは企業側が取るのが一般的である [16]｡一方,産官学の情報

交流のようなゆるやかな連携が目標とされる場合は,大学が道営を担うことも

ある [17]｡

情報処理学会の産学連携プロジェクト事例から理解できるのは,大学側は知

の創出と教育という2つの役割を担い,企業側は最終的に事業化のためのコー

ディネートを担うというフォーメーションは基本的に変化してはいないことで

ある｡実際に同学会の特集からは,当初から大学が事業化を推進し,成功した

事例を見ることはできない｡

一方,札幌ITカロツツェリアの場合はどうであろうか｡図2の基本構想に

示すように,研究による知の創出と事業化のコーディネートを大学側が担うこ

とになっている｡他地域における知的クラスター創成事業では,事業化のコ-
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●札幌地区におけるものづくり汀工房

①基盤研究連携による､組込IT工房･デザイン工房･ユーザビリティソリューションを加味した工房機能
②基盤研究システムを活用した､応用研究から出されるプロダク ト創出システム機能

図2 札幌ITカロツツェリアの基本構想

デイネ-トを担うだけの大企業が地域に存在しているが,札幌ITカロツツェ

リアを支援する企業群は,札幌地域にある小規模なソフトウェア関連企業であ

り,事業化を任されるだけの余裕は無かった｡そのため,事業全体の構想,研

究開発,事業化の全てに対して,プロジェクトマネージメントに不慣れな大学

関係者が深く関与せざるを得ないという状況にあったことになる｡この点から

考えても,事業開始当初から,産学連携プロジェクトの成功条件を満たしてい

なかったことになる｡大学研究者は,従来のようなアカデミック領域のポジショ

ンを明確にしながら,自由な発想の基に研究を実施するのではなく,最終的に

事業化を前提とした知財産出を要請されるという拘束の中での研究活動を強い

られていた｡

ユーザビリティ関連の研究プロジェクトも,事業開始当初から存在していた

が,前述のような事情を大学研究者が理解できないままに研究を継続していた

ために,中間報告のある3年目までは,事業化に直接に連動しない成果を産出
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していた｡このことが結果的に,文部科学省からの極めて低い評価につながっ

た｡

この状況を打開するために,ユーザビリティ･ソリューションプロジェクト

では,次のような新しいアプローチを取った｡

まず,事業化への具体的なビジョンを明示することである｡このために,研

究プロジェクトには,産業界との関係が深い研究者ならびに日本を代表する経

験値を持ったユーザビリティ関連のコンサルタントに参画してもらった｡北海

道という地域に限定せず,国内のユーザビリティ関連のエキスパートを参集す

ることができた｡この背景には,特定非営利法人『人間中心設計推進機構』[18]

からの支援が大きい｡北海道にはユーザビリティ関係の研究者が極めて少ない

という状況での札幌ITカロツツェリア構想におけるプロジェクトの立ち上げ

であったため,求められる結果に対して人材の不足は否めない状況であった｡

ところが,この道内における人材の不足によって,国内のエキスパートがこだ

わりなく参画することができた｡そして,彼らの参画はプロジェクトに様々な

成果をもたらしてくれることになった｡例えば,彼らのコンサルテーション経

験によって,国内メーカの動向を知ることができ,事業化へのビジョンの確証

が深まったことも効果的であった｡さらには,エキスパートの実践知によって,

各種ツールの背景にある方法論が探耕されることになった｡この結果は,最終

的に技術移転のための教育カリキュラムの編集に寄与することになり,国際的

にも貴重なテキストを編纂することにつながった｡

次に,前述のような事業化につなぐための研究全般のマネージメント能力が

大学に不足している点を補うために,経験あるプロジェクトマネージャーの参

画を得たことである｡通常の開発プロジェクトと異なるために,当初は戸惑い

もあったようであるが,3年を経る中で,結果として,一つの方向性に研究者

のパフォーマンスを集約するために大きく貢献することになった｡具体的には,

個々の研究活動を支援してもらう他,プロジェクト全体のプロセス管理,企業

との契約,知財マネージメントなど,多岐に渡った活動を行ってもらった｡
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このような新しいアプローチによって,一定の成果をあげることが可能と

なったプロジェクトであったが,同時に,産官学連携プロジェクトの課題も明

確になった｡

まず,官の役割の課題である｡今回は産学連携プロジェクトを官がプロデュー

スする形式となっている｡すなわち,官には,このプロデュース機能が求めら

れるが,これを遂行するには,それまでの経験知が重要である｡今回の札幌

ITカロツツェリアの場合は,事前に,産学の基本構想が示されてから,行政

側によって事務局が設置された形となっている｡この手続きにおいては,その

事務局機能を精査したとは思われない｡結果として,担当者に過度の負担を与

えた上,プロジェクト運営上の混乱を生じさせていたことは否定できない｡今

後,同様のプロジェクトを運営するにあたっては,基本構想と同時に運営の仕

組みも詳細に検討する必要がある｡

次に,実際の事業化を踏まえての研究構想と,それを事業化までドライブす

る大学側のマネージメント能力の不足が挙げられる｡今回は,研究プロジェク

ト全体の統括担当者を,途中から企業経験者としたことが効果的であったと見

られる｡また,ユーザビリティ･ソリューションプロジェクトは,幸いにも,

NPOやITベンダーによる協力を得ることができ,研究ならびに事業化プロ

ジェクトの橋渡しがうまく進められた｡このようなことは,非常に稀なことで

あり,ユーザビリティ研究関係者の間では 『このような人材が集まったこと自

体があり得ないことだ』と言われている｡今後,知的クラスター創成事業のよ

うなフォーメーションの下で成果をあげるためには,大学側がプロジェクトマ

ネージメントを適切に遂行できる人材を確保,あるいは育成する必要がある｡

最後に,大学側の組織的な未成熟である｡本学のように大規模な研究プロジェ

クトの経験が無い大学が,知的財産の産出や,企業との連携に関わる多くの事

務などを担うのは,事務職員に急激な負担を強いる結果となる｡同時に,教員

側も通常の教育研究業務を担いながらであるため,その負担は,通常の数倍と

なってしまう｡現状のままでは事務職員側も教員側にもこれらの負担に対する

組織的な支援策が明示されていないため,大学全体が多くの外部資金を獲得す
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ることに対して大きな抵抗を生じることになりかねない｡文部科学省の競争的

資金のような大規模な外部資金の獲得は,学内事務担当者の業務負担の増大に

よる不公平感を増大させる危険がある｡したがって,大学が戦略的に外部資金

を獲得していくには,根本的かつ組織的な対応を検討する必要がある｡教員個

人の能力に依存していては,様々な形で組織的破綻をきたすことは明白である｡

4.お わ りに

札幌地域知的クラスター創成事業におけるユーザビリティ･ソリューション

プロジェクトにかけられた予算は,3年間で3億円を超えた｡これは,ユーザ

ビリティ関連事業としては,画期的な規模の事業であった｡本稿に述べている

ように,様々な成果を産出し,対外的にもその実績を認知されるに至っている

ちのの,予算規模を考えると,本来であればより大きな成果を期待できたもの

と考えている｡期待できた成果を得られなかった背景には,プロジェクトを遂

行する中で,多くの課題に直面したためである｡これらの課題には,国内の産

官学プロジェクトの限界,小樽商科大学のような地方大学が大規模な研究を推

進する際の制約,ソフトウェア業界におけるユーザビリティへの認知の低さな

どがある｡これらの克服は,今後,ユーザビリティ研究を促進するだけでなく,

本学の研究戦略を考える上で必要なことである｡

今回のプロジェクトは,国外のユーザビリティ関連プロジェクトと比較して

見れば [19],EUにおけるHUFITプロジェクト [20]やINUSEプロジェク

ト [21]のように,産業界や国際規格へのインパクトある実績を上げるにはい

たっていない｡知的クラスター創成事業の本来のビジョンは,これらに応ずる

だけのものであり,投資予算を考えても,決して小さなものではないことを考

えると,事業のあり方を再考する必要がある｡少なくともこのようなプロジェ

クトを支える社会的ならびに組織的基盤を整備するならば,国外に匹敵する成

果を上げることが期待できると考える｡

そのためには,今後,研究を事業として発展させる研究組織について,焦点
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を当てる必要がある｡情報通信技術で言えば,米国カーネギーメロン大学の

SEI[22],ドイツのFraunhofer[23],フィンランドのVTT[24]のように,

大学との強い連携を保ちながら,産業へも強い影響のある成果を出力する組織

に関して,詳細な分析が必要と考えている｡近年,日本でも,これらの組織に

競合すべく,情報処理推進機構 (IPA)の下にソフトウェア ･エンジニアリン

グ･センター (SEC)が設置されたが,先に挙げた国外の事例の持つ影響力に

は,いまだ及ばない｡

筆者らは,札幌地域における知的クラスター創成事業がもたらした可能性と

課題を更に考察する中で,今後,特に,人間中心設計が社会,産業に明確な実

績を残し,さらに浸透していくことを促進するための産官学プロジェクトを立

ち上げることができるような環境整備を望むものである｡
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